
村の財政状況は、毎年度の決算状況を本紙９月号でお知らせしていますが、お知らせしている歳入・歳出決

算額と実施した主な事業などからは説明できないものもあります。

そこで、決算書とは別にバランスシートを作成し、村の財産の明細（借方）とその財産を得るための資金の

明細（貸方）をお知らせしています。バランスシートは他市町村と比較できるように、統一された前提条件で、

作成してあります。

来年度からは公会計制度により新たな基準により作成することとしており、資産数値等がこれまでの算出し

ていたものと変動することが予想されています。

平成 21 年度 野沢温泉村のバランスシート

借 方 貸 方

有形固定資産

学校、保育所、老人福祉センタ

ー、アリーナ、消防自動車、道

路など

142 億円（144 億円）

【うち、土地】

39 億円（ 39億円）

投資的資産

基金（使途が限定）、貸付金など

10 億円（ 9億円）

流動的資産

現金・預金、基金（現金化が容

易なもの）、税などの未収金

12 億円（ 10億円）

借方の計 164 億円（171 億円）

建物、土地などの
資産の総額です。土
地以外は、減価償却
をしています。
目的別の内訳は、

図１をご覧くださ
い。
土地代は買った

ときの価格で計上
してあります。

地域福祉基金、村
振興公社への出資
金、観光施設整備資
金預託金など、貯え
ているお金です。

現金、財政調整基
金、税金と情報連絡
施設使用料の未収
金などです。

負債

・借入金（地方債の償還元金）

19 億円（ 16 億円）

・退職給与引当金

9 億円（ 3 億円）

負債の計 28 億円（ 21 億円）

正味資産

資産を形成するための国・県の補

助金と資産形成の為に使った村の

財源

136 億円（144 億円）

貸方の計 164 億円（171 億円）

将来返済しなけ
ればならない、借入
金の残高です。

このうち、約 8割
は地方交付税で賄
われる見込みです。

常勤特別職と職
員が年度末に全員
普通退職した場合
の退職金支給総額
で、将来発生し負担
するものとして計
上してあります。
（昨年度までと算
出方法が変更にな
っています。）

将来返済を要し
ない、国県補助
金と今までに使
った村税などの
村の自己資金の
合計額です。

（ ）内の数字は平成 20 年度の数値

住民１人当たり換算にすると

住民基本台帳人口 4,050 人（平成 22 年 3 月 31 日）

借 方 貸 方

有形固定資産

351 万円（347 万円）

投資的資産
26 万円（22 万円）

流動的資産
30 万円（24 万円）

計 407 万円(393 万円)

負債
71 万円（ 46 万円）

正味資産

336 万円（347 万円）

計 407 万円(393 万円)

野沢温泉村のバランスシートでは金額が大きすぎて実感
できないと思いますので、人口 4,050 人（21 年度末）でそ
れぞれの数値を割り、住民１人当たりの金額にしてみまし
た。

平成 21 年度末で住民１人当たりの
○財産は、

・学校や道路などの有形固定資産 351 万円
・使い道の決まっている貯金や出資金・貸付金など

26 万円
・手持ちの現金や使い道が特別には決まっていない
貯金など 30 万円

合計 407 万円あります。
○一方、その 407 万円の財産を得るための資金の状況は、

・借入金（元金だけで利子は含まれていません）など
が 71 万円残っていて、今後返済（負担）していか
なければなりません。ただし、借入金の約 8 割は国
からの地方交付税で賄われる見込みです。

・残りの 336 万円は、今までの税金などの自己資金と
国や県からの補助金で賄ったもので、過去において
清算されています。

○資産の額は減少していますが、人口も減少して
いるため一人当たりの金額は増加しました。

（ ）内の数字は平成 20 年度の数値



行政目的別に計上されている
主な施設は、次のとおりです。

総務費
役場庁舎、警察官舎、情報連絡
施設

民生費
保育所、老人福祉センター、
在宅介護支援センター、
老人福祉住宅

衛生費
保健センター、クリーンステー
ション

農林水産業費
農林道、地区集会所

商工費
アリーナ、動く歩道、
オリンピックスポーツパーク

土木費
村道、無散水消雪施設、
除雪機械、公営住宅

消防費
分団詰所、消防自動車

教育費
小中学校、村公民館・体育館、
教員住宅

正味資産構成比率という指標は、

形成された資産の経費について、

「これまでに負担したもの（返済を

要しないもの）」と「これから負担

するもの（将来返済を必要とするも

の）」の割合を表しています。

近年、「これから負担するもの」

の割合は減少してきましたが、21

年度は、情報連絡施設の整備に伴う

起債があったため 20 年度に比べて

増加しました。

・資産形成経費の将来負担割合(正味資産構成比率)の推移

行政分野ごとの資産形成の金額がわかります。当村の特徴は、過去にインター

スキーとオリンピック関係の施設整備を重点的におこなった事により商工費の割

合が特に高くなっていることです。

また、21 年度は情報連絡施設の大型事業により総務費が前年度から 4 億円増加

となっていますが、村全体では平成 17 年度の 172 億円から平成 21 年度には 30 億

円（△17％）減少し 142 億円となりました。

公表されている長野県内市町村のバランスシートの状況や、当村バランスシートの詳細を村のホーム

ページに掲載していますのでご覧ください。 【総務課企画財政係 0269-85-3111】

【 正味資産構成比率（これまでに負担した割合）の算式 】

正味資産 ÷ 資産の計（ 有形固定資産 ＋ 投資的資産 ＋ 流動的資産 ）×100


